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研究成果の概要（和文）： 1990 年代より活発化した援助機関によるアジア諸国への法整備
支援においては、それぞれが持ち込む制度が当該国の法体系と不整合を来たし、またドナー相
互の調整を欠いたまま無秩序に展開されるなど、アジアの法発展を歪める問題が浮上している。
本研究では、体系自立的で予測可能性をもたらす法整備の方向性を探って、日本からアジア諸
国への法整備支援の具体的実例を対象に、司法改革や土地法などの主要分野毎に研究班を組み、
制度と現実の相互作用による法整備支援のプロセスを観察･評価した。方法的には、一方で実定
的制度の正確な比較法的理解を深め、他方で制度が現実の法社会動態に及ぼす影響を観察する
実証的手法を組み合わせた。このような検討を通じて、アジアの立法過程が有力ドナーの持ち
込む新自由主義的な立法モデルに翻弄され、深刻な社会経済的影響をもたらしており、日本支
援が対立に苦しむ事実、いっぽうで訴訟･和解といった司法過程による規範修正の兆しが皆無で
なく、日本支援はこの側面で一定の支援成果を挙げつつあることが見出された。このような日
本支援の成果は、日本自らの過去の法政策や司法観の変遷を内省する機会を与えるとともに、
日本の近代化過程の制度経験をアジア諸国の問題解決に役立てるチャンスを示唆している。 
 
研究成果の概要（英文）： Legal and judicial assistance has been a new phenomenon in the 
field of international development aid in Asia since 1990s, while increasingly revealing a 
lack of coordination among donors, resulting in confusion of local lawmaking. This research 
has, in an attempt to propose a better donor-involvement toward the Asian law with 
systemic independence and normative predictability, observed the relation between the 
donor-oriented lawmaking and local socio-economic needs, with particular focuses on core 
target areas, such as land law and judicial reforms. A combined methodological approach of 
comparative law and legal sociology is applied to the observation of particular cases of 
Japanese assistance. Major findings include the negative socio-economic impacts of 
neo-liberal bias of leading donors, to which Japanese assistance has confronted in vein. 
Another hint is the judicial role toward the mitigation of such negative impacts, to which 
the Japanese assistance has focused its efforts in an attempt of increasing adjudicative 
independence, which works as the indispensable basis of judicial active role. Our research 
has also identified the resemblance between the normative dilemma of present Asia and 
the Japan’s own experience since its initial stage of modernization, which would enable the 
reflection of Japanese legal experience in solving present problems in Asia.   
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１．研究開始当初の背景 

1990 年代より国際開発機関や先進諸国に
よるアジア諸国への法整備支援が活発化し
たが、これら各ドナーの持ち込む制度モデル
は、しばしば支援先の既存法体系との整合性
を無視し、また相互の調整を欠いたまま個々
に移植され、アジア諸国の法発展を歪める問
題が浮上している。日本も法務省などが中核
となってアジア諸国への法整備支援に乗り
出しているが、欧米各国との対立に悩む局面
が増えている。一国の実定法体系の整備にお
いて、経済社会活動に予測可能性を与える意
味でも体系的整合性が不可欠であることに
鑑みれば、法整備支援を律する客観的な立案
や評価が緊要の課題となっていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、日本 ODA によって、主に法務

省法務総合研究所国際協力部の所管で実施
されてきたベトナム・ラオス･カンボジア・
インドネシア･中国等に対する法整備支援の
具体的な諸実例を研究対象とし、現地の既存
法制、ドナーである日本の支援内容、しばし
ば対立矛盾しあう他ドナーの支援内容、また
それらの支援の直接的成果である立法改革･
司法改革とその現実の実施動態を観察する。
もって法整備支援なる法現象を、単なる一回
性の制度移植としてではなく、一連の制度設
計と現実との相互作用の経時的プロセスと
して理解を深める。このような理解の促進に
より、実践的成果としては、アジア諸国にお
ける予測可能性に資する法整備実務の改善
に役立てる。またより学術的な成果の一とし
て、日本と欧米ドナーとの対立事例の検討を
通じて、日本自身の制度経験の特色と比較優
位点を考察する。 
 
３．研究の方法 
開発援助の立案・評価において、抽象的な

援助目標と現実の複雑なニーズとの間のす
り合わせを継続的に行う「プロジェクト･サ
イクル･マネジメント」が重視されつつある
が、法整備支援の観察分析を目的とする本研
究ではまさにそのような継続的･漸進的な解
明方法がふさわしい。法整備支援においては、
支援先の社会経済の実情に見合った法体系
の構築という、まさに現実と制度とのすりあ
わせが不断に求められる。そのような一連の
相互作用のプロセスともみるべき法整備支
援を観察対象とするにあたり、本研究では、
一方で実定的な立法･司法制度の比較法的理
解を深める静的作業を進め、他方でそのよう

な実定的な選択が現実の法社会動態にどの
ような影響をもたらしているかの実証的観
察を行い、もって制度と現実との乖離や相互
作用を解明する、比較法社会論ともいうべき
手法に拠った。 
 
４．研究成果 
 司法改革、土地法、競争法などの主要なテ
ーマ毎に研究班を組み、個別の研究を深める
とともに、共同で成果を持ち寄る機会として
10 件の科研研究会、３件の判例国際研究、３
件の学会企画セッション、十数件の共同調査
出張等を行った。このような検討を通じて、
アジアの立法過程が有力ドナーの持ち込む
多様な立法モデル、とくに新自由主義的なそ
れに翻弄されがちであり、深刻な社会経済的
影響をもたらしているが、日本支援が対立に
苦しむ事実、しかしいっぽうで訴訟･和解と
いった司法過程による規範修正の兆しが皆
無でなく、日本支援はこの側面で一定の支援
成果を挙げつつあることが見出された。 
とくに司法改革研究班では、民事訴訟法立

法支援・判決書マニュアル支援・法曹訓練支
援・和解調停制度支援などの事例研究を通じ
て、紛争解決における裁判官や当事者の役割
を既定する制度設計の詳細に立ち入り、ドナ
ー相互の理念の相違や現地ニーズとの齟齬
などを浮き彫りにした。なかでもベトナム･
カンボジア･中国における日本の民事訴訟法
立法支援をめぐって最も争点となった「当事
者主義」概念については、新自由主義的とも
いうべき私的自治を前面に押し出す米国、よ
り私的自治の進んだ商事裁判所規則を優位
させようとする世界銀行、他方でアジア市場
経済化諸国にいまだ残る福祉国家主義的な
社会主義法の影響や独自の訴訟文化、などの
相違が浮き上がった。そのような多様な制度
モデルの狭間で、日本支援は、法典主義国と
しての近代化過程で歩んだ自らの制度的変
遷を内省し、多様な当事者主義のありかたを
再論する機会に出会っており、受入国ととも
に試行錯誤のプロセスを歩む姿に特色が見
出された。このように、法整備支援への関与
を契機として、日本法は自らの訴訟観・和解
観・裁判の独立などの特色を改めて言語化し、
国際的に語りうる理解へと洗練させていく
可能性が示唆されている。 
土地法･土地紛争研究班では、とくに日本

の法整備支援が国際機関と真っ向から対立
したカンボジア土地法をめぐる一連の事例、
また経済発展著しい中国で物権法の成立に
伴いいっそう深刻化しつつある土地問題の



検討を通じて、欧米ドナーが強調する「所有
権優位･利用権軽視」の新自由主義的な法整
備方針が、アジア諸国において過度な土地流
動化･投機現象を生み出し、農山村でつつま
しく生きる生活者の利益を深刻な危殆に晒
す実態が浮かび上がった。土地高度化利用に
よる経済成長率追及か、あるいはエコロジカ
ルな持続的成長の維持擁護か。このような根
本的な政策対立は、こと法整備支援レベルで
決着をつけうる問題を超える。しかしながら
たとえ所有権絶対化の基本設計が採用され
たもとでも、詳細設計の細部における一進一
退の努力で生活者の利益を擁護していく道
は皆無であるまい。日本のカンボジア民法典
支援の展開にみるように、国際機関系ドナー
の圧力に一度は屈しながらも、巻き返しを図
り、緻密な制度設計の積み上げを続ける粘り
越しの支援のありかたも研究に値しよう。そ
のような粘り越しの背景に、日本法自身が所
有権優位の実定法の修正に意を注いできた
苦心の制度経験が裏打ちしているとすれば、
近代法整備における共同体的生活権の擁護
という彼我の共通の比較法政策論的テーマ
が、国境を越えた検討課題として示唆されて
いる。 
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